
［参考資料］ 小泉政権の経済財政運営の問題点 

 

【目次】 

１．日本経済と小泉改革に対する基本認識 

２．小泉『構造改革』はここが間違っている 

３．平成１４年度補正予算案の問題点（メモ） 

４．平成１５年度予算の問題点（メモ） 

 

日本経済と小泉改革に対する基本認識 

１ 幻想に過ぎない小泉『構造改革』 

 

    小泉『構造改革』は、自民党の政官業癒着体質や抵抗勢力との妥協によりそ

の方向がねじ曲げられ、はるか彼方に後退した。「自民党をぶっ壊す」などの勇ましい

公約の数々も、空疎なスローガンでしかなかったことが明らかとなった。 

    そもそも小泉総理は、確固とした時代認識や危機を克服するための明確な方

向性を持っているわけでもなく、利権を固守しこれを分配することをもって「政治」と考

える戦後の自民党政治のメインストリームを抵抗勢力と呼び、水面下で落とし所を準

備しつつ彼らと戦うふりをして、具体的政策は官僚や有識者に丸投げしてきた。 

    小泉『構造改革』はまさに幻想に過ぎなかった。それは、21 世紀の先進国に迫

られる産業構造の転換と中央集権的資源配分・資金配分を根本から変えるという基

本的テーマに取り組もうとしないことからも明らかである。 

 

２ 日本経済は『小泉恐慌』 

 

    小泉総理は、経済再生という最大の政治課題について、全くの無為無策であ

る。下記のとおり、経済状況を示す指標は、いずれも急速に悪化している。まさに日

本経済の現状は、『小泉恐慌』に他ならない。 

    構造改革そのものが幻想であるにもかかわらず、まったく論理的根拠のない

「構造改革なくして成長なし」というスローガンを絶叫しても、景気後退が加速するだ



けなのは、ある意味当然である。その上、倒産、失業、自殺を必要以上に生み出して

いることが、国民の将来不安を増大させて個人消費をさらに凍らせ、さらなる不況の

深刻化につながるという悪循環をもたらしている。 

    民主党が 1998 年に提案した金融再生計画を実施していれば、現在のメガバン

クの惨状もなく、すでに金融システムも本来の機能を回復していたはずである。 

項   目 小泉内閣発足前 小泉内閣発足後 増 減 

名目 GDP 513.0 兆円※1 499.6 兆円※2 ▲13.4 兆円 

名目 GDP 成長率 ▲0.3％※1 ▲0.6％※2 ▲0.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 

国と地方の長期債務 642 兆円※1 705 兆円※2 63 兆円 

税収 50.7 兆円※1 44.2 兆円※2 ▲6.5 兆円 

完全失業率 4.7％※1 5.4％※2 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 

企業倒産 8,926 件※1 20,052 件※3 5.9％ 

自己破産 139,280 件※1 160,419 件※3 15.1％ 

自殺者 31,957 人※1 31,042 人※3 ▲2.8％ 

預金取扱金融機関不良債権 43.4 兆円※1 53.0 兆円※3 22.1％ 

日経平均株価 13,973 円※4 8,714 円※5 ▲37.6％ 

東証時価総額 390 兆円※4 250 兆円※5 ▲35.8％ 

※1 2000 年度実績 ※2 2002 年度実績見込み ※3 2001 年度実績  

小泉『構造改革』はここが間違っている 

１ 小泉『構造改革』は虚構 

 

    経済危機の最大の原因は、１０年以上に渡って自民党政権が間違った税金の

使い方を継続していることにある。既得権益の維持に汲々とする自民党は、経済構

造が大きく変化しているにもかかわらず、これへの対応を怠り、旧態依然とした予算

配分を行ってきた。それが経済の長期低迷を巨額の財政赤字をもたら した。 

    この基本的な構造は小泉政権にあっても全く変わらない。小泉総理は就任以

来「構造改革」を絶叫し続けているが、政策の集大成である予算にその跡は全く伺え

ない。この一点を見ても、小泉『構造改革』が虚構であり、小泉政権下で経済活性化

も新たな需要や雇用の創出もあり得ないことは明らかである。 



２ 市場経済を破壊する小泉『構造改革』 

 

    小泉総理は、「官から民へ」を標榜しているが、「会議は踊る」のみで、何の成

果もあげていない。むしろ現実に進行しているのは、市場経済の破壊である。空売り

規制強化や PKO（株価維持策）、銀行等保有株式取得機構の設立等によって、株式

市場への統制が強化され、産業再生機構は、本来なら市場が企業を選別するはずで

あるにもかかわらず、政治が特定企業だけを恣意的に救済する仕組みに他ならない。 

    統制経済が機能しないことは、20 世紀の歴史が証明済みであり、まさに小泉

改革は、時代に逆行していると言わざるを得ない。 

 

３ 『改革』の痛みは弱者に 

 

    小泉『構造改革』の柱である不良債権処理策は、競争に負けた大企業・大銀行

を救済する一方で、本来ならそうならないはずの中小企業・個人を破綻に追い込んで

いる。さらには、国民の将来不安が消費低迷の原因となっているにもかかわらず、大

衆増税や年金、医療、介護などの新たな国民負担増を押しつけ、将来不安を増大さ

せている。 

    こうした政策の結果、不公正感が増大することで、社会のモラルと活力が失わ

れつつあり、将来に禍根を残す誤りであると言わざるを得ない。 

 

４ 『改革』の矮小化、粉飾、そして開き直り 

 

    小泉総理の手法は、『改革』を矮小化し、ときには粉飾に手を染め、最後は開

き直ることである。財政構造改革は、まず「国債発行額 30 兆円」に矮小化され、次い

で昨年度は隠れ借金で粉飾、今年度は自らの経済失政で達成できないと見るや、開

き直った。 

 

５ 国民の財産を簒奪する調整インフレ政策 

 

    小泉『構造改革』の頓挫を自覚する小泉総理は、最後の逃げ道として、デフレ

の責任を日銀に転嫁し、調整インフレ政策をとらせようとしている。調整インフレは、

「デフレ阻止」という幻想を抱かせながら、その実国民の財産を簒奪するものである。

そして、手段として、株式、不動産の買い入れ、さらには国債の直接引き受けなど、ま

さに「何でもあり」の金融政策を実施させることにより、政府、日本銀行の信頼性を大

きく損なわせるものである。 



平成１４年度補正予算案の問題点（メモ） 

o 総理就任以来掲げてきた「国債３０兆円枠」を、国民に対し何ら説明のないま

まに放棄した政治的責任は極めて重い。小泉総理にはこのような結果を招い

た原因、経緯を国民に対して説明する責任、義務がある。 

o 小泉総理は就任以来、既に平成１３年度補正、第２次補正及び平成１４年度と

３回にわたって、総額約８５兆円の予算を編成した。しかし、これら歳出によっ

てもわが国経済は回復の気配を見せるどころか、危機はさらに深まるばかり

であり、同時に税収は大幅に落ち込んでいる。「国債３０兆円枠」という公約の

破棄に至った最大の原因は、小泉総理自らの経済失政であることは明らかで

ある。 

o 本補正予算では、事業規模１４．８兆、ＧＤＰの押し上げ効果０．７％、９万人の

雇用増を見込んでいるが、その効果は極めて疑わしい。事業規模は中小企業

向けの信用保証枠の拡大で水ぶくれしており、また雇用増についても不良債

権処理の加速により９万人をはるかに上回る失業者の発生が見込まれている。

既にその効果の乏しさを見抜いた市場は、この補正予算案に何ら反応してお

らず、株価も引き続き９０００円台割れの状態にある。 

o 特に公共事業については、相変わらずの従来型事業の羅列である。「都市」

「環境」などの看板で化粧をしているものの、単なる看板の掛け替えであり、林

道整備が温暖化対策として盛り込まれるなど自民党、霞が関の既得権益を維

持する内容となっている。 

o また喫緊の課題である雇用対策にしても、効果が乏しいばかりか、活用さえさ

れていない事業の焼き直しの例が見られる。社会保障における多くの国民負

担増を目前とする中で、このような小手先の対応では国民の不安感は増大す

るばかりであり、結果的に消費の低迷を通じ、さらなる景気の悪化を招きかね

ない。 

o 実質的な政策転換を「政策強化」と強弁し、根本が腐っていながら「葉の部分

を変えただけ」と国民にうそぶく小泉総理の資質こそが、景気を一層悪化させ

ている最大の要因であり、その下で編成された本補正予算案では経済の活性

化は全く期待できない。 

 

以上 



平成１５年度予算の問題点（メモ） 

o 小泉政権２回目の編成となった平成１５年度予算は、将来に対するビジョンも、

経済活性化の展望も、国民の安心感も何も無い予算となった。小泉総理 は

「自民党をぶっ潰す」と叫んで総理の座についたが、実際に潰そうとしている

のは国民生活そのものであり、「小泉構造改革」なるものが現実にはあり得な

い ことが明らかとなった予算である。 

o 約８４兆円の国債発行を決めた故小渕総理は自らを「世界一の借金王」と評し

たが、小泉総理も既に約７３兆円の国債発行を決定し、歴代２ 位となっている。

財政における「構造改革」など存在しないばかりか、このような予算を組んでな

お経済活性化の展望を全く見いだせない小泉内閣の経済財政運 営は、明ら

かな経済失政である。 

o さらに新年度予算では、社会保険等において２兆円を上回る国民負担増を求

めている。財政危機の深刻化と相俟って、国民の不安は増大する一方であり、

これでは消費の低迷等により経済危機は深まるばかりである。 

o 高速道路問題で大騒ぎした挙げ句、新年度予算では高速道路建設費は増大

するばかりか、国費投入による新たな建設スキームまで組み込まれ ている。

この一点を見ても「小泉構造改革」は虚構であり、抵抗勢力と本気で戦うこと

が無いことを露呈している。就任当初掲げた「道路特定財源の一般財源 化」

は後退し、省別・局別の公共事業シェア、特殊法人等への支出などの既得権

益は見事に守っている。 

o 関空救済のための着陸料引き上げ、税源移譲のビジョン無き義務教育費国

庫負担金の一部地方財政への押しつけなど様々なしわ寄せは枚挙に いとま

がない。新年度予算は政治理念も政策もない小泉内閣と既得権益維持や保

身に汲々とする与党・霞が関という国民にとって最悪の組み合わせによる、史

上 最低の予算である。 

 

以上 

 


